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研究成果の概要（和文）：本研究は、津波電離圏ホールの発生機構の解明および津波電離圏ホール検出による早
期津波予測技術の開発である。津波によって発生したインフラソニック波は電離圏下部のE領域を通過時に電離
圏擾乱を発生させ、電離圏内に電流を生じさせる。さらにインフラソニック波はF領域に到達し津波電離圏ホー
ルを発生させる。津波電離圏ホールのサイズ等は、津波の初期波源に依存する。そのため、津波電離圏ホールか
ら初期波源を導出することが可能となる。本研究において簡易的な初期波源の導出を試み、到来津波が実測にど
の程度合うか評価した。2011年東北地方太平洋沖地震時の解析においては、概ね沿岸部の波高は再現できること
は確認できた。

研究成果の概要（英文）：We studied the physical mechanism of tsunami ionospheric hole and apply its 
detection to the early warning system of tsunami arrival. Once the tsunami occurred in the large 
earthquake, infrasonic waves were excited. The waves propagated into the ionosphere. When the waves 
arrived at the ionospheric E regions, the ionospheric disturbances generated by the infrasonic waves
 caused the ionospheric current. The current generated the geomagnetic variations. The, the waves 
arrived the ionospheric F regions, the tsunami ionospheric hole occurred. From the size estimation 
of the tsunami ionospheric hole, we can estimate the initial tsunami distribution. In our 
preliminary estimation of the 2011 Tohoku Earthquake, we roughly replicated the tsunami height near 
the coast.   

研究分野：地球電磁気学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
早期津波予測は多種多様な技術によって実用性が高まると考えられる。本研究では、地震学的には直ちにマグニ
チュードが決定できない超巨大地震（マグニチュード８以上）によって発生する早期津波予測技術に貢献する研
究である。とりわけ、本技術は津波が発生してから沿岸到来まで20分以上かかるような津波には有効な予測手段
になると期待される。同時に、本研究が対象としている津波電離圏ホールや、関連電離圏擾乱研究が本研究を通
して明瞭になった。これらの研究成果は宇宙地震学という新たな分野に貢献すると期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2004 年スマトラ沖地震では約 23 万
人、2011年東北地方太平洋沖地震では
約 2 万人の死者が発生した。その多く
は津波による被害とみられ、津波対策
先進国と考えられていた日本での多く
の死者は今後への課題を示した。被害
が増大した主原因として考えられるの
は M8 以上の地震については到来津波
高を避難可能時間までに地震波データ
で算出できなかったことであろう。ま
た海底ケーブルなどを用いた沖合にお
ける海底津波計観測網やGPS海洋ブイ
も現時点では一部の領域に限られてお
り、稠密かつ広域のネットワーク化へ
は膨大な予算と手間を要する。日本と同じく津波災害に悩まされるアジア諸国にて、同様な観測
網を実現するにはさらに時間がかかると考えられる。 
 GPS等の測位衛星からの 2周波を受信点にて電波位相差測定をすると伝搬経路中の電離圏全
電子数(TEC)が算出できる。これにより複数の受信点と衛星から、電離圏のプラズマ変動を広域
でモニターできる。全電子数変動は、電離圏 F領域高度 250~300 kmの電離圏内最大電子密度
の変動を概ね示している。一方、大規模な地震、火山の噴火、津波、地滑りは、地球表面の変動
で大気中の音波・重力波を励起し、9 分前後で電離圏まで伝わる(図 1)。大地震時の電離圏変動
は、HFドップラーという観測方法にて 1960年代から観測されていた。そして、GPSで電離圏
の全電子数測定ができるようになってからは、空間的にこれらの現象が解明され、研究代表者の
グループでも電離圏データを用いた震央決定や津波伝搬検知に成功している。 
さらに世界各地の GPS データが無償で公開されていることも研究を後押しし、研究代表者ら
のグループのみならず北海道大、京都・名古屋大・情報通信機構、フランスのパリ地球物理研究
所(IPGP)、東京大地震研と数多くのグループが本研究を推進している。本現象は既存のインフ
ラである GPS 受信データのみで早期津波予測
技術へつながる期待があるため、かねてから注
目を集めていた。しかしながら、従来の地震・
津波電離圏擾乱の検知方法では、発生地震のマ
グニチュードや津波のサイズを知ることは難
しく、早期津波予測技術としては実用とならな
かった。これは、励起された音波・重力波の数
分周期の波の振幅だけでは複数の波の重なり
と地磁気の影響も作用し、規模が推測できない
ためである。 
研究代表者らは 2011 東北地方太平洋沖地震
で震央上部の電離圏の電子密度が約 1 時間に
渡り大きく減少していることを発見し、それら
が津波発生後の海面の沈降によって生じてい
ることを他の海溝型巨大地震との比較から突
き止め、本現象を津波電離圏ホールと名付けた
(図 2)。その後、仏 IPGP グループは世界中の
津波を伴う大地震について精査し、そのほとん
どで津波電離圏ホールが検知されることを報
告した。また、情報通信研究開発機構(NICT)の
品川裕之博士らによって津波電離圏ホールが
二次元電離圏シミュレーションで定性的に再
現された (Shinagawa et al., GRL, 2013)。 
津波電離圏ホールは、海面の沈降が津波のサ
イズに関係し、電離圏電子密度減少規模が海面
の沈降量に関係すると予想されたため、津波シ
ミュレーション研究で報告されている初期津
波高と全電子数減少率の関係を日本における
津波を伴う複数の大地震で求めた (図 3; 
Kamogawat et al., SREP, 2016)。その結果、
単調増加な相関が得られたため、全電子数観測
間的な初期津波高二次元分布を推定できると
予想される。従って、これらの推定ができれば、
10 分強のタイムラグの範囲で近地津波の早期
予測へ近づくと期待される。 

 
図 1測位衛星全電子数測定方法と地震・津波によっ
て発生した音波・重力波。 

 
図 2 2011年東北地方太平洋沖の津波電離圏
ホール。震央は★で津波発生領域は”/”で描
かれている。 

 
図 3  文献で得られた初期津波高に対する
電離圏全電子数の減少量率。 



２．研究の目的 
 本研究は、海溝型巨大地震発生約 9 分以降に生じる津波電離圏ホールの測位衛星全電子数(測
位衛星受信点から衛星までの視線方向に対する電離圏全電子数)測定で、早期津波予測技術の基
礎開発をめざす。津波電離圏ホールとは広域かつ 1 時間程度発生する電離圏プラズマ密度の減
少で、研究代表者らの先行研究により、減少量は発生した初期津波高に概ね相関があることがわ
かった。本研究では、全電子数変動以外に電離圏変動が測定できる多種の地球電磁気的観測デー
タも活用し、津波電離圏ホールのメカニズム解明と精度の高いシミュレーションプログラムを
構築する。シミュレーションを用いて空間的な全電子数減少量から初期津波高分布を求める手
法の開発及び過去の GPSデータを用いた遡及的な津波予測を行い、本予測手法を評価する。 
 
３．研究の方法 
 電離圏 F 領域のプラズマ変動が観測できる全電子数測定のみならず、多種の地球電磁気的デ
ータを用いて、津波電離圏ホールによるプラズマダイナミクスを明らかにする。その成果を用い
て、先行研究で用いられていた磁力線面のみを考慮した二次元の津波電離圏ホールシミュレー
ションを発展させ、観測とシミュレーションの一致を確認する。全電子数減少率から初期津波高
を導出する応答関数を求め、予測アルゴリズムを構築し、過去 GPS データを用いて予測を遡及的
に試みる。算出時間や決定精度などの評価から本予測手法の適応可能範囲を明らかにする。 
 
４．研究成果 
 本研究の解析事例はすべて 2011 年東北地方太平洋沖地震で行った。地震時には磁気嵐が発生
しており、津波・地震起源の地球電磁気的変動を調査するには磁気嵐起源の変動を除去すること
が以下の研究において大きな作業となった。まず津波電離圏ホールのダイナミクスをするため
に E領域での変動を地表磁場観測データにて調査した(図 5)。申請時の時点で下記の 3つの変動
(図 4)があることが予想はされていたが磁気嵐による変動の除去が大きな目的となる。 
1) 地震起源の沿磁力線電流の立証（日本の地磁気共役点になるオーストラリアにおいても変動
の検出）(図 6) 
2) 地表を伝搬するレイリー波起因の電離圏内弧状振動電流の検知 
3) 津波発生上部に発生する電離圏 E 領域環状電流(津波伝搬が海中に作る電流起因の磁場変動
(津波ダイナモ)成分とは異なる) 

本研究では 1)と 2)に特化して研究を行い、現象の存在を明確化させた。 

  
図 4 地震・津波起源の地球電磁気的変動の概略図。  図 5 解析に用いた地球磁場観測地点 
津波電離圏ホール、沿磁力線電流、電離圏弧状電流、  
津波ダイナモによる海中内電流などのさまざまな 
電磁気的変動が生じている。 
 
 また、本研究において簡易的な初期波源の導出を試み、到来津波が実測にどの程度合うか評価
した。2011 年東北地方太平洋沖地震時の解析においては、概ね沿岸部の波高は再現できること
は確認できた。 
 
 



 
 
 

 
図 6 磁気嵐起源の変動を最小限にし、地震起源の沿磁力線電流の変動（日本およびその周辺と
地磁気共役点のオーストラリア）。(a) 南北,(b),東西,(c) 鉛直の磁場方向。 
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